
人
口
戦
略
（
少
子
化
対
策
）
を

　
　
　
　
　
国
家
の
優
先
課
題
に
！

　　
日
本
の
少
子
化
の
状
況
は
極
め
て
深
刻

で
、
今
後
80
万
〜
1
0
0
万
人
の
政
令

指
定
都
市
が
毎
年
一
つ
ず
つ
消
滅
す
る
よ

う
な
猛
烈
な
ス
ピ
ー
ド
で
人
口
減
少
が
進

み
、
約
1
0
0
年
後
に
我
が
国
は
高
齢

化
率
40
%
で
人
口
5
0
0
0
万
人
を
割

る
と
推
計
さ
れ
て
い
ま

す
。

　
残
念
な
が
ら
、
日
本

は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
38
カ
国

の
う
ち
、
教
育
費
に
占

め
る
公
的
支
出
の
割
合

が
37
位
と
、
先
進
国
中

最
低
レ
ベ
ル
で
あ
り
、

逆
に
言
え
ば
教
育
費
の

家
計
へ
の
依
存
度
が

高
く
、
子
育
て
家
庭
の

負
担
感
が
高
い
こ
と
が

わ
か
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
提
言
で
は
、
第
1
に
「
教
育・

子
育
て
の
経
済
的
負
担
は
社
会
全
体
で
負

担
す
る
こ
と
」
を
基
本
的
な
考
え
と
し
、

「
経
済
的
理
由
で
結
婚
や
理
想
の
子
ど
も

の
数
を
諦
め
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
子
ど

も
を
持
つ
こ
と
で
新
た
な
経
済
的
負
担
を

生
じ
さ
せ
な
い
こ
と
」
を
少
子
化
対
策
の

第
1
の
原
則
、
骨
太
の
方
針
に
位
置
づ
け

る
こ
と
を
強
く
訴
え
ま
し
た
。

　
今
回
の
本
市
独
自
の
子
育
て
世
帯
臨
時
特
別
給
付
金
の
趣
旨
は
、

県
の
給
付
金
と
同
じ
物
価
高
騰
対
策
で
は
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ
は

少
子
化
対
策
に
も
繋
が
る
も
の
と
考
え
て
い
ま
す
。
私
は
「
子
ど

も
に
係
る
費
用
は
、
保
護
者
だ
け
で
な
く
社
会
全
体
で
負
担
を
し

て
い
く
こ
と
が
望
ま
し
く
」、
ま
た
「
家
庭
環
境
や
境
遇
に
関
わ
ら

ず
、
す
べ
て
の
子
ど
も
が
等
し
く
支
援
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
」
と

考
え
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
思
い
も
あ
り
、
去
る
9
月
30
日
に
私
の
発
案
に
よ
り

「
全
国
青
年
市
長
会
」
の
副
会
長
と
し
て
、
岸
田
総
理
に
提
言
を
し

て
ま
い
り
ま
し
た
。

◀
首
相
官
邸
を
訪
問
し
た
全
国
青
年
市
長
会

◀
岸
田
総
理
に
提
言
を
説
明
す
る

　
山
下
市
長

山下市長が岸田総理に  人口戦略（少子化対策）を提言しました【全国青年市長会】

松野官房長官が出生数過去最低ペ
ースを受け「危機的状況、総合的
な少子化対策進める」と発言され
ました
　R4.1 月～９月までに生まれた子ど
もの数が、速報値で 59万 9,636 人と
前年と比べて約 3万人減少のマイナス
4.9％と調査開始以来最低のペースと
なったことについて、松野官房長官は
11/28 に「危機的な状況であると認識
している」とした上で、総合的な少子
化対策を進める考えを示しました。

松野官房長官松野官房長官 提
言

「
人
口
戦
略
（
少
子
化
対
策
）
を
国
家
の

　
　
　
最
優
先
課
題
に
位
置
付
け
る
べ
き
」

　

今
こ
そ
、
国
が
明
確
な
目
標
と
な
る
「
人

口
戦
略
」
を
示
し
、
そ
の
柱
に
大
胆
で
実
効

性
の
あ
る
少
子
化
対
策
を
掲
げ
、
国
の
総
力

を
挙
げ
て
出
生
率
の
回
復
に
全
力
で
取
り
組

ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
ま
す
。

▲詳しくは
　こちら

小倉こども政策担当大臣が子育て
支援については「所得制限をかけ
ずに行うべき」と発言されました

　総合経済対策として新生児 1人あ
たり 10万円相当のクーポンを支給す
る「出産準備金」などの子育て支援策
を検討している中で、小倉こども政策
担当大臣は、親の働き方に関わらず、
子育て支援を考えることが重要と強調
し、「できる限り、所得制限をかけず
に行うべき」との考えを示しました。

小倉こども政策担当大臣小倉こども政策担当大臣
そ
の
後･･･

参考：市長フォーラム 2022会議資料 (R4/5/31)
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明治維新

1967年
1億人突破

2008年
総人口ピーク

2110年
出生中位推計※
5,343 万人

※出生、死亡のそれぞれに3仮定（中位、高位、低位）を設け行う将来推計のうち、
　中位で仮定した推計

※今回、山下市長が中心企画者であったため、本市地元の丹羽秀樹代議士に首相官邸訪問の日程調整等をお願いし、ご同行いただきました。

〈日本の人口推移と、将来推計〉〈日本の人口推移と、将来推計〉

我が国の人口減少は危機的状況我が国の人口減少は危機的状況

　　　⇒少子化対策は最優先課題　　　⇒少子化対策は最優先課題


